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第12章

プロジェクトを超えて？－BeyondProject-(援助政策の変遷）

１途上国経済とビジネス

民間資金の雷雲件

国際的なビジネスの展開において、途上国経済をどのように考えるかは重要

な問題である。

二つの重要なポイントがある。第一に、途卜国の経済情勢がある。途上国は
１） 

世界の人口の約80％を占める。特に、最近、途卜国経済力fビジネスの面で急速

に関心を集めている背景にはアジア通貨危機で一時中断した嫌いはあるが、こ

のところ泳卜国の経済成長は先進国より高くなっておりエマージングマーケッ

トと言われるように民間資金の投資対象として魅力を増していることがあげら

れる。ＩＭＦでは1992-2001年の10年間平均で実質ＧＤＰの成長率は、Advanced
２） 

Economyで、3.5％のところ開発途上国5.6％（このうちアジアは中国、インドを
＄） 

入れて7.5％)、自由経済への移行国（１日共産圏）-2.1％としている。このよう

に、いまや先進国、途上国と言う二分類的な考えかたはかならずしも実情に沿

わなくなっている。

又、途上国では、電力、水道等経済インフラの整備が未だ極めて遅れており、

世界銀行は1994年、途上国において今後予想される経済インフラ整備のための
４） 

膨大な投資需要に焦点を当てた開発レポートを発表し注目を集めf二・そこにお

いて特に強調されたのは民間資金の活用の必要性或いはビジネス手法の活用に

よる投資の効率化である（この点については第13章参照)。又、最近のグローパ

ライゼーションの進展とともにインドにIT産業が急速に発展していると言う

ような例或いは韓国ではインターネット接続人口の割合が急速に拡大している

と言うように、ＩＴ革命の進展は途.卜国経済の姿を公的な援助経済からビジネ

スの世界へと急速に変える可能性がある。実際これら途上国に対する資金の流
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れとしては、公的資金が低迷する中、民間資金が急増している。

ビジネス環境の整備

第二に、注目すべきことは以下の議論でも分かるように、最近の途上国援助

の取り組みは、法（特に契約法）の整備、財産権・所有権の確立、金融システ

ムの整備或いは企業の倫理問題と関連する汚職の撲滅等経済・社会のシステム

(公式、非公式の制度）論へと発展してきていることである。これらは一般に国

のガバナンスと言われる問題であり政府のあり方等公的な分野の管理運営の問

題であることは確かであるが、同時にこれらの経済社会システムの整備は民間

資金の導入を促進するものであり（民間資金の呼び込み、クラウド・インと言わ

れる)、そのような民間資金の導入がなければ経済発展が期待できないと言う

考え方が背景になっている。

つまり、最近の援助政策をめぐる議論は民間資金によるビジネス環境を整え

ると言う側面を強調しつつあることに注意すべきである。このように、援助問

題をめぐる議論は民間資金の重要性が増すとともに、これらの国において如何

に合理的且つ効率的にビジネスを進めることができるか、そしてそのための条

件をどのように整えるかと言う問題と極めて接近して来ている。

’ ’ 
２開発経済学とその周辺

マドリッド総会

1994年に開催されたＩＭＦ・世銀マドリッド総会は、丁度、プレトンウッズ

体制の創設50周年にあたる記念すべき年であったが、この総会は国際機関によ

る援助の歴史における曲がり角となるものであった。そのとき過激なデモンス
印

トレーションを行った“Fiftyyearsisenough”と言うグループの動きIこも

象徴されるように、この頃から援助政策を再検討する動きが広まった。

又、これらの動きを受けて1996年には、これら国際機関を支援する政府関係

者の間でも見直しの機迩があり、アジア開発銀行等地域開発機関を含めた国際
６） 

援助機関のあり方についてタスクフォース・レポートカゴ発表されている。しか
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第12章プロジェクトを超えて？－BeyondProject-(援助政策の変遷）

し、最近の特徴は、上記マドリッド総会に見られるようにＮＰＯ等民間団体に

よる批判的な動きが活発化していることである。これまでの約半世紀を超える

開発援助政策について改めてその有効性が問われている。

擾助思想の変遍

援助思想の変遷は経済発展・成長の理論の変遷でもある。各国の経済発展の

違いをどのように説明するか。何故国によって成長に差ができるのか、しかも

その差が収縮することなく持続するのか。各国の経済成長にはいつまでも差が

あり富める国と貧しい国の差は結局は縮小しないと言う議論は開発の二元論と

言われるが、これをどのように考えるか。このような問いに答えるためのいく

つかの代表的な理論がある。

ロストウ（Ｗ､Ｗ・Rostow）の経済発展段階鋭

戦後早<に発表された理論であるがこの考え方は諸国は伝統的な社会から工

業化へそして大量消費社会へと段階的に発展するとするものであり、「これに
刀

Iま内在した論理と連続性がある」と考える。従ってこの内在的な論理に沿って

経済政策や援助を進めれば、ある程度の時間的な差はあってもいずれの国も先

進発展国へと進むと考える。経済発展の楽観論とも言われる。経済発展がこの

ように時間差を持つが直線的に発展するとしたところからリニア発展論とも言

われる。ここでは経済発展を次のように５段階に分けている。LThetradi-

tionalsociety2・Thepreconditionsfortake-off3、Thetake-off4、The

drivetomaturity5・Theageofhighmass-consumptionそして、これ

ら成長の段階を進める内在的な原動力としては貯蓄と投資を重視した。

しかし、その後の世界経済の発展はこのようなリニアなものではないことが

明らかとなりこのアプローチは疑問視されているが、この考え方はいずれの国

も段階的に大衆消費社会に移行していくことを指摘し、つとに共産主義社会を

批判したと言う点において最近改めて注目され評価されている。
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ハロツドードーマー（RoyHarrodandEvseyDomar）の成長モデル

この考え方は経済の成長を説明する最も基本的な考え方であり、経済成長率

がどのように決まってくるかを説明する基本的な要因として、一国の貯薪率と

資本・産出高比に注目する。そしてこれらの''１１には以下のような関係があると

する。

経済の成長率＝貯蓄率／資本・産出高比率

この関係式は以下のように導かれる。先ず、

貯蓄Ｓ＝sＹここでｓ＝所得Ｙに対する貯蓄率

投資Ｉ＝｡Ｋここで、Ｋは資本投下総額、。Ｋはその増分を示しており、こ

れは国民所得上の投資Ｉと等しい。

又、資本・産出高比率つまり、所得＝産出高Ｙを１単位増加するために必

要な資本の比率（incrementaIcapitaLoutputratio)、をｋとすると、定義によ

って、ｋは資本の増加分｡Ｋを産出高の増加分｡Ｙで割ったものに等しくなるは

ずであるから、

ｋ＝｡Ｋ／ｄＹ 

よって、。Ｋ＝ｋｘｄＹとなる。

マクロ的にはすでに見たように（第２章参照）Ｓ＝Ｉとなるはずであるから

上記の貯蓄、投資の定義をこれに代入すると、

ｓＹ＝｡Ｋとなる。又、上のとおり。Ｋ＝ｋｘｄＹであるから、

ｓＹ＝ｋｘｄＹ 

経済成長率は｡Ｙ／Ｙと定義できるから、この式の両辺をＹで割って整理す

ると、

。Ｙ／Ｙ＝ｓ／ｋつまり、経済の成長率＝貯蓄率／資本・産出高比率と言う
０） 

上:己関係式を得ることIごなる。

この式は、第一に貯蓄率が高まれば経済成長は高まること、第二に資本の生

産効率を上げれば、つまり資本・産出高比率を小さくできる（少ない資本でよ

り生産を伸ばせる）ならば経済の成長率は高くなることを意味している。例え

ば、総貯蓄率をＧＤＰの６％、資本・産出高比率を３％とすると成長率は２％
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